
１．建設事業

事業区分

施設整備事業（上物）

・

用地造成事業（下物）

・

小計 531 （ 936 ）

１期事業 既存施設の能力増強等を実施 39 （ 19 ）

建設事業費合計 570 （ 955 ）

  　注１）（　）は１６年度当初予算を示す

  　注２）２期の用地造成は「関西国際空港用地造成株式会社」の行う事業

  　注３）１期事業費には政府保証債２億円を含む。この他に過去の建設資金として調達していた

　　　　　資金の償還財源として政府保証債２４２億円を要求

２．経営基盤の確立

（単位：億円）

（ 90 ）

３．２期用地造成事業のスキーム見直しに伴う無利子資金の是正

（単位：億円）

（ - ）

　２期施設整備事業（上物）は「限定供用」に必要な６００億円のうち３００億円を要求

関西国際空港株式会社

関西国際空港用地造成株式会社

事　業　内　容

滑走路、誘導路等の空港諸施設の整備を実施

埋立工事等を実施

２期事業

231

）

219無利子資金の是正

平　成　１６　年　８　月

補給金 90

900

関西国際空港平成１７年度事業に関する概算要求について

（ ）

300

（単位：億円）

（

　安定的な経営基盤を確立するため１６年度に引き続き補給金を要求

　 既に予算化されている事業費の有利子資金調達分が、スキーム見直し後の計画額を超えていること
から、無利子資金の是正を要求

事　業　費

36
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１．用地造成費

　　　施設整備を行わない部分について最終的な揚土を先送りする等により、平成１７年度
　　以降「限定供用」までの事業費６００億円を縮減。（9,000億円 → 8,400億円）

２．施設整備費

　　　施設整備は、２本目の滑走路とそれを供用するために必要な最小限の施設に限定。
　　これにより、平成17年度以降「限定供用」までに必要な施設整備費を上記１で捻出した
　　600億円に縮減。（2,100億円 → 765億円）

２００７年供用に向けての事業費について

　２期事業については、2007年の供用は「限定供用」とし、施設整備は二本目の滑走路を
供用するために必要不可欠なものに限定。

2,730

114

【用地造成】

51

600 609 726

限定供用までの事業費765億円

無利子資金

有利子資金

今後の用地造成で予定してい
た事業費（9,000億円）の範囲内
で、限定供用に必要な施設整
備を実施。

600

エプロン・平行誘導路１本等の整備を先送り
平成17年度以降限定供用までの事業費

【当初スキーム】

【平成13年見直し】
6,270

6,270

（億円）総事業費１兆1,400億円

コスト縮減先送り

限定供用までの事業費8,400億円

平行滑走路供用までの事業費9,000億円

2,730 1,000 1,400

6,270

6,270

5,130

（億円）
総事業費4,200億円

先送り
平行滑走路供用までの事業費2,100億円

【施設整備】

1,260 2,940

8401,260

2,7305,670

2,100

　 施設整備を行わない部分について最終的な揚土を先送りすること等により、17年度以降限定供用までの
　 事業費600億円を縮減。

【今回の見直し】1,000

2,100

【当初スキーム】

【平成13年見直し】

【今回の見直し】

参考資料２

　注）先送りした施設整備及び用地造成は、「限定供用」後の需要動向、経営状況等を見つつ行う。
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埋立工事

２００７～　年 度

地盤改良

護岸工事

ﾄﾋﾟｯｸ

２００３ ２００４ ２００５ ２００６１９９９ ２０００ ２００１ ２００２

'01.11.19
護岸概成
▼

'99.7.14着工
 ▼

'02.8.20
護岸完成（開口部以外）
　▼

主要空港施設

用地造成完了

用地造成事業の概略工程

平成１６年 ８月２１日現在の埋立進捗

陸化部分
※　施工済みの資材／完成時の投入資材　（山砂・海砂・石材・ｺﾝｸﾘｰﾄ等全ての建設資材が対象）

面 積 ： 477ha

２ 次 揚 土 工 事 施 工 概 要

2004.7.14撮影

○山砂搬入状況

月 間 搬 入 量 ： 約 334万m3　（2004年7月期）　　累 計 搬 入 量 ： 約 22,174万m3　（2004年 8月21日現在）

B滑走路
供用
開始予定

H16年8月25日

関西国際空港用地造成株式会社

2004.7.14撮影

  平成１１年７月に開始した２期用地造成工事の進捗率８５％を超え、

現在、埋立工事の最終工程となる２次揚土工事を実施しています。

  平成１６年度末には、主要な空港用地が完成する予定です。

進捗率：約85％（施工数量ﾍﾞｰｽ）
※

海底粘土地盤（地盤を固くするために約120万本の砂杭を施工済）

土砂を海に直接投入して、埋立てた部分

揚土①作業分（揚土船で陸化）

護岸

揚土船

揚土船で土砂を盛って、埋立てた部分

大型ﾀﾞﾝﾌﾟﾄﾗｯｸで、
所定の位置まで運搬

ﾌﾞﾙﾄﾞｰｻﾞ-で
表面をならす土砂搬入

大型振動ﾛｰﾗｰで
締固めて固い地盤を造成

水深20m

完
成
時
埋
立
厚

約45m

滑走路センターライン
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17 年 度 概算要求に よ る 埋立 工事の進捗見通 し

平成１６年度末

平成１７年度末

想定陸化面積：約５２０ヘクタール

（滑走路・誘導路等の主要施設用地の完成）

《鳥瞰図》

《鳥瞰図》

今 後 の 主 要 工 事

　○護岸開口部閉鎖工事（既発注）
　　開口部の２箇所を締切り、さらに
　　護岸直背後への揚土を行う。

○波除堤設置工事（既発注）
　連絡誘導路への飛沫による塩害
　を抑制するための波除堤を設置。

先行部（既発注）

２次揚土工事（既発注）

盛砂・直投部分

護岸

２次揚土

１次揚土

5～6m 5m程度

　　　　　１次揚土
　　　　　２次揚土（暫定）
　　　　　２次揚土（完成）

盛砂・直投部分

護岸

揚土作業
２次揚土5～6m 5m程度

１次揚土

想定陸化面積：約５００ヘクタール

２次揚土工事

後続部（平成１６年度発注区域）

一次揚土工事（後続部）

■１次揚土工事
　　底開式土運船にて水深約-3mまで土砂を直接投入した
　　後、揚土船にて海面から約+12mまで埋め立てる。

■２次揚土工事
　　１次揚土工事で陸化した用地に、薄層で土砂を撒きだし、転
　　圧する行程を繰り返すことで均質で強固な地盤を造成する。
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